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(57)【要約】
【課題】コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価
する方法を提供する。
【解決手段】コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を
評価するための方法であって、上記コンクリートについ
て、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下で
、温度ひび割れ指数の最小値、および、該温度ひび割れ
指数の最小値が得られる有効材齢を求め、上記温度ひび
割れ指数の最小値および上記有効材齢に基いて、上記ひ
び割れ抵抗性を評価するコンクリートの評価方法。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価するための方法であって、上記コンクリ
ートについて、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下で、温度ひび割れ指数の
最小値、および、該温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢を求め、上記温度ひび
割れ指数の最小値および上記有効材齢に基いて、上記ひび割れ抵抗性を評価することを特
徴とするコンクリートの評価方法。
【請求項２】
　上記熱履歴の条件下における上記コンクリートの圧縮強度の測定値および自己収縮ひず
みの測定値を用いた、３次元ＦＥＭ温度応力解析によって、上記温度ひび割れ指数の最小
値および上記有効材齢を求める請求項１に記載のコンクリートの評価方法。
【請求項３】
　上記温度ひび割れ指数の最小値が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値を超える場
合に、上記ひび割れ抵抗性が良好であると評価し、
　上記温度ひび割れ指数の最小値が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値以下であっ
て、かつ、上記有効材齢が、５０～６２日の範囲内で予め定めた値以下である場合に、上
記ひび割れ抵抗性が、短期材齢における温度降下時の収縮によるひび割れの可能性の点で
不良であると評価し、
　上記温度ひび割れ指数の最小値が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値以下であっ
て、かつ、上記有効材齢が、５０～６２日の範囲内で予め定めた値を超える場合に、上記
ひび割れ抵抗性が、長期材齢における収縮によるひび割れの可能性の点で不良であると評
価する、請求項１又は２に記載のコンクリートの評価方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリートの評価方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンクリートを打設した後、セメントの水和熱による温度ひび割れ、または、コンクリ
ートの体積変化（乾燥収縮または自己収縮による体積変化）によるひび割れが発生する場
合がある。
　従来、コンクリートのひび割れの評価方法について、様々な方法が知られている。
　例えば、特許文献１には、コンクリート部材のコンクリートの自由体積収縮ひずみ及び
静弾性係数を経時的に測定するとともに、該コンクリート部材の破壊エネルギーを経時的
に測定し、同じ乾燥材齢において測定されたコンクリートの静弾性係数と自由体積収縮ひ
ずみの値を用いて、特定の式を用いて拘束ひずみを算出し、次いで、特定の式によりひず
みエネルギーを算出して、該ひずみエネルギーを、経時的な乾燥材齢に従って複数算出し
、コンクリート部材の乾燥材齢に対する上記破壊エネルギーの経時的な関係曲線と、コン
クリート部材の乾燥材齢に対する上記ひずみエネルギーの経時的な関係曲線とを求め、か
かる２つの曲線の交点の材齢を、該コンクリート部材のひび割れ発生時期として、コンク
リート部材のひび割れ抵抗性を評価することを特徴とする、コンクリート部材のひび割れ
抵抗性の評価方法、が記載されている。
【０００３】
　特許文献２には、コンクリート打込み現場の気温及び湿度を計測する計測手段と、この
コンクリート中のセメントの水和発熱による打込み後の硬化過程におけるコンクリートの
温度分布ならびに収縮ひずみ量の分布を、境界条件としてのコンクリートの打込み温度及
び前記気温及び湿度の計測データに基づいて解析する解析手段とを備えることを特徴とす
るコンクリートの打込み後の温度分布ならびにひずみ予測システムが記載されている。ま
た、特許文献２には、コンクリート中に予め温度計測手段を埋設し、この温度計測手段で
計測されるコンクリート内部の温度データを、解析データと併用してひび割れ発生確率を
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評価することも記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－２３１６５６号公報
【特許文献２】特開２０１３－２４４６２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　コンクリートの打設後の温度上昇を抑制する等の目的で、高炉スラグ微粉末やフライア
ッシュ等のセメント混和材を大きな含有率で含む混合セメントを、コンクリートの材料と
して用いた場合、セメントの水和反応やコンクリートの収縮が長期間継続するため、材齢
がある程度経過しても、コンクリートのひび割れが発生する可能性がある。このようなコ
ンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価することは、データの蓄積が少ないというこ
ともあり、困難であった。
　本発明は、高炉スラグ微粉末やフライアッシュ等のセメント混和材を大きな含有率で含
む混合セメントを用いたコンクリートにも好適に使用できる、コンクリートの硬化時のひ
び割れ抵抗性を評価する方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、評価対象物であるコンクリ
ートについて、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下で、温度ひび割れ指数の
最小値、および、該最小値が得られる有効材齢を求めた場合に、これら（最小値、有効材
齢）に基いて、コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価することができることを見
出し、本発明を完成した。
　すなわち、本発明は、以下の［１］～［３］を提供するものである。
［１］　コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価するための方法であって、上記コ
ンクリートについて、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下で、温度ひび割れ
指数の最小値、および、該温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢を求め、上記温
度ひび割れ指数の最小値および上記有効材齢に基いて、上記ひび割れ抵抗性を評価するこ
とを特徴とするコンクリートの評価方法。
［２］　上記熱履歴の条件下における上記コンクリートの圧縮強度の測定値および自己収
縮ひずみの測定値を用いた、３次元ＦＥＭ温度応力解析によって、上記温度ひび割れ指数
の最小値および上記有効材齢を求める前記［１］に記載のコンクリートの評価方法。
［３］　上記温度ひび割れ指数の最小値が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値を超
える場合に、上記ひび割れ抵抗性が良好であると評価し、上記温度ひび割れ指数の最小値
が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値以下であって、かつ、上記有効材齢が、５０
～６２日の範囲内で予め定めた値以下である場合に、上記ひび割れ抵抗性が、短期材齢に
おける温度降下時の収縮（温度収縮）によるひび割れの可能性の点で不良であると評価し
、上記温度ひび割れ指数の最小値が、１．１～１．４の範囲内で予め定めた値以下であっ
て、かつ、上記有効材齢が、５０～６２日の範囲内で予め定めた値を超える場合に、上記
ひび割れ抵抗性が、長期材齢における収縮によるひび割れの可能性の点で不良であると評
価する、前記［１］又は［２］に記載のコンクリートの評価方法。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のコンクリートの評価方法によれば、コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を
評価することができる。
　特に、本発明のコンクリートの評価方法によれば、高炉スラグ微粉末やフライアッシュ
等のセメント混和材を大きな含有率で含む混合セメントを、コンクリートの材料として用
いた場合であっても、長期材齢を含む、コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価す
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ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】温度ひび割れ指数の最小値と、該最小値が得られる有効材齢との関係を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明のコンクリートの評価方法は、コンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性（以下、
単に「ひび割れ抵抗性」ともいう。）を評価するための方法であって、評価対象物である
コンクリートについて、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下で、温度ひび割
れ指数の最小値、および、該温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢を求め、上記
温度ひび割れ指数の最小値および上記有効材齢に基いて、ひび割れ抵抗性を評価するもの
である。
【００１０】
　本発明の方法の評価対象物は、各種コンクリートであり、特にその材料や配合割合が限
定されるものではない。各種コンクリートの中でも、高炉スラグ微粉末やフライアッシュ
等のセメント混和材（セメントの水和反応およびコンクリートの収縮を長期間継続させる
作用を有するセメント混和材）を含むコンクリート（例えば、セメント混和材の割合が、
好ましくは５～７０質量％、より好ましくは３０～７０質量％である混合セメントを含む
もの）は、本発明の方法の評価対象物として好適である。
【００１１】
　マスコンクリート部材を想定した熱履歴とは、マスコンクリート部材の中心部の熱履歴
（温度履歴）を想定した熱履歴を意味する。
　マスコンクリート部材を想定した熱履歴は、例えば、本発明の評価対象物であるコンク
リートを用いて供試体を作製し、次いで、該供試体の断熱温度上昇（断熱状態における温
度の上昇の程度）を測定し、その後、得られた測定値を用いて、３次元ＦＥＭ（Ｆｉｎｉ
ｔｅ　Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｅｔｈｏｄ：有限要素法）温度解析を行うことによって、得る
ことができる。
　本発明において想定されるマスコンクリート部材の寸法は、３次元（長さ、厚さ、高さ
）の３つの値の全てが、好ましくは０．５ｍ以上、より好ましくは１ｍ以上、さらに好ま
しくは１．５ｍ以上、特に好ましくは２ｍ以上のものである。
　このような寸法を有するマスコンクリート部材の例として、長さ５～１０ｍ、厚さ１．
５～２．５ｍ、高さ２～５ｍの壁部材が挙げられる。
　本発明では、マスコンクリート部材を想定した熱履歴の条件下における、コンクリート
の温度ひび割れ指数の最小値等を用いることで、例えば、２０℃の温度条件でかつ自己収
縮を考慮せずに得た、コンクリートの温度ひび割れ指数の最小値等を用いる場合（この場
合、温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢は、コンクリートの種類が異なっても
、狭い範囲内に収まってしまい、図１に示す４つの区分に分けることが困難となる。）と
比べて、より正確にひび割れ抵抗性を評価することができる。
【００１２】
　温度ひび割れ指数の最小値および、該温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢は
、上記熱履歴の条件下における、評価対象物であるコンクリートの圧縮強度の測定値およ
び自己収縮ひずみの測定値を用いた、３次元ＦＥＭ温度応力解析によって算出することが
できる。
　例えば、複数選択された実材齢（例えば、１日、３日、７日、及び２８日）における、
コンクリートの圧縮強度の測定値および自己収縮ひずみの測定値を用いた、３次元ＦＥＭ
温度応力解析等によって、温度ひび割れ指数の最小値、および、該最小値が得られる有効
材齢を算出することができる。
【００１３】
　温度ひび割れ指数とは、部材内に生じる応力（セメントの水和反応に伴う自己収縮と水
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和熱に起因する温度変化によって生じる応力；材齢ｔにおける値）に対するコンクリート
の引張強度（材齢ｔにおける値）の比（材齢ｔにおける、コンクリートの引張強度／温度
応力）であり、コンクリートの温度ひび割れの発生確率の指標となるものである。例えば
、上記比が１．０以下であれば、コンクリートの温度ひび割れの発生確率は５０％以上に
なるとの計算結果がある。上記比が小さくなるほど、コンクリートの温度ひび割れの発生
確率は大きくなる。
　上述のとおり、本発明では、有効材齢ｔにおけるコンクリートの圧縮強度および自己収
縮ひずみの各値を用いた３次元ＦＥＭ温度応力解析によって、温度ひび割れ指数の最小値
および該最小値が得られる有効材齢を算出することができる。３次元ＦＥＭ温度応力解析
によってこのような算出が可能であることは、一般的に知られている。このような算出に
用いられるソフトウェアとして、例えば、「ＡＳＴＥＡ　ＭＡＣＳ」（商品名；製造元：
株式会社計算力学研究センター）が知られている。
【００１４】
　有効材齢とは、温度の高低が水和反応等に与える影響を考慮して、実材齢とは別に算出
される材齢である。例えば、温度が２０℃で一定である環境下で、実材齢が１日の場合の
有効材齢は１日であり、温度が１０℃で一定である環境下で、実材齢が１０日の場合の有
効材齢は０．４５日であり、温度が３０℃で一定である環境下で、実材齢が１日の場合の
有効材齢は１．５７日であり、温度が６０℃で一定である環境下で、実材齢が１日の場合
の有効材齢は５．１４日であり、温度が８０℃で一定である環境下で、実材齢が１日の場
合の有効材齢は１０．１７日である。
【００１５】
　本発明では、３次元ＦＥＭ温度応力解析において、温度ひび割れ指数の最小値と、該温
度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢を用いることで、例えば、温度ひび割れ指数
の最小値のみを用いる場合と比べて、より正確にひび割れ抵抗性を評価することができる
。
【００１６】
　得られた温度ひび割れ指数の最小値、および該最小値が得られる有効材齢に基いて、コ
ンクリートの硬化時のひび割れ抵抗性を評価することができる。以下、図１を参照にしな
がら詳しく説明する。
　なお、図１は、温度ひび割れ指数の最小値の予め定めた値（基準値）を１．２とし、該
最小値が得られる有効材齢の予め定めた値（基準値）を５６日として、これらの基準値に
よって、温度ひび割れ指数の最小値と、該最小値が得られる有効材齢の組み合わせを、グ
ループＡ～Ｄに区分した図である。
　温度ひび割れ指数の最小値が、１．２を超える場合（図１中、グループＡおよびグルー
プＣに該当する場合）、評価の対象にされたコンクリートのひび割れ抵抗性は良好である
と評価することができる。
　ここで、温度ひび割れ指数の最小値の基準値は、図１に示す例では１．２であるが、本
発明において、好ましくは１．１～１．４、より好ましくは１．２～１．４の間で定めた
値を採用することができる。
【００１７】
　温度ひび割れ指数の最小値が、１．２以下であって、かつ、有効材齢が、５６日以下で
ある場合（図１中、グループＢに該当する場合）、評価の対象にされたコンクリートのひ
び割れ抵抗性が、短期材齢（この例では、５６日以下の日数）における温度降下時の収縮
（温度収縮）によるひび割れの可能性の点で不良であると評価することができる。
　ここで、有効材齢の基準値は、図１に示す例では５６日であるが、本発明において、好
ましくは５０～６２日、より好ましくは５２～６２日の間で定めた値を採用することがで
きる。
　このように評価された場合、短期材齢における温度降下時の収縮（温度収縮）によるひ
び割れを制御する方策を行うことが好ましい。具体的には、コンクリートの材料として低
発熱型（断熱温度上昇が小さい）のセメントや膨張材等を使用したり、冷却（クーリング
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）を行う等によって、ひび割れの発生確率を低くすることができる。
【００１８】
　温度ひび割れ指数の最小値が、１．２以下であって、かつ、有効材齢が、５６日を超え
る場合（図１中、グループＤに該当する場合）に、評価の対象にされたコンクリートのひ
び割れ抵抗性が、長期材齢（この例では、５６日を超える日数）における収縮によるひび
割れの可能性の点で不良であると評価することができる。
　このように評価された場合、長期材齢におけるコンクリートの収縮を低減する方策を行
うことが好ましい。具体的には、コンクリートの材料として膨張材や収縮低減剤等を使用
したり、湿潤養生を行いかつ養生時間を長くしたり、ひび割れ誘発目地を適切に設置する
等によって、ひび割れの発生確率を低くすることができる。
　上述したように、本発明では、上記温度ひび割れ指数と上記有効材齢を評価の指標とす
ることで、ひび割れ抵抗性を総合的に評価することができる。
【００１９】
　温度ひび割れ指数の最小値の予め定めた値（基準値）、及び、該最小値が得られる有効
材齢の予め定めた値（基準値）は、評価方法の目的に応じて任意に定めればよい。
　例えば、一般的に、温度ひび割れ指数が大きくなれば、温度ひび割れの発生確率が低下
することから、温度ひび割れの発生確率がより低くなるように評価の基準を定めたい場合
、温度ひび割れ指数の最小値の予め定めた値（基準値）を大きく（例えば１．４）定めれ
ばよい。
【００２０】
　なお、「予め定めた値を超える」及び「予め定めた値以下」の各語は、特定の値（基準
値）を基準にして評価するために、便宜上用いたものであるので、本発明において、各々
、「予め定めた値以上」及び「予め定めた値未満」の語に置き換えることができるものと
する。
【実施例】
【００２１】
　以下、本発明を実施例により具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定され
るものではない。
　使用材料は、以下に示すとおりである。
（１）セメントＡ：中庸熱ポルトランドセメント（ブレーン比表面積：３，２１０ｃｍ２

／ｇ）
（２）セメントＢ：普通ポルトランドセメント（ブレーン比表面積：３，４７０ｃｍ２／
ｇ）
（３）混和材Ａ：高炉スラグ微粉末（ブレーン比表面積：４，４５０ｃｍ２／ｇ）
（４）混和材Ｂ：高炉スラグ微粉末（ブレーン比表面積：３，４１０ｃｍ２／ｇ）
（５）石こう：天然無水石こう（ＳＯ3の含有率：５４．４質量％、ブレーン比表面積：
３，９３０ｃｍ２／ｇ）
（６）細骨材：掛川産陸砂
（７）粗骨材：桜川産砕石２００５
（８）ＡＥ減水剤：リグニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体
（９）ＡＥ剤：アルキルエーテル系陰イオン界面活性剤
【００２２】
　表１に示す配合に従って、上記材料を、室温２０℃、相対湿度８０％の恒温室において
、パン型強制練りミキサ（容量：５５リットル）を用いて混練して、コンクリートＡ～Ｉ
を作製した。
［コンクリートＡ～Ｉの熱履歴の算出］
　コンクリートＡ～Ｉの断熱温度上昇を、「ＪＣＩ‐ＳＱＡ３（コンクリートの断熱温度
上昇試験方法（案））」に準拠して測定した。なお、該測定において、供試体の打ち込み
温度は２０℃とし、測定期間は約２８日間とした。また、使用したコンクリートの量は３
５リットルとした。
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　得られた断熱温度上昇の測定値を用いた、３次元ＦＥＭ温度解析によって、各コンクリ
ートの熱履歴を算出した。なお、算出された熱履歴は、長さ１０ｍ、厚さ２ｍ、及び高さ
４ｍの壁部材の中心部における熱履歴を想定したものである。
【００２３】
［コンクリートＡ～Ｉの圧縮強度の測定］
　上記算出された熱履歴の条件下における、コンクリートＡ～Ｉの、実材齢１日、３日、
７日、及び２８日（有効材齢は、各々、１．５日程度、８日程度、２１日程度、及び５１
日程度）の各時点における圧縮強度を、「ＪＩＳ　Ａ　１１０８（コンクリートの圧縮強
度試験方法）」に準じて測定した。なお、各材齢に対して、φ１０×２０ｃｍの供試体を
３本作製した。測定値は、これら３本の値の平均値として算出した。
［コンクリートＡ～Ｉの自己収縮ひずみの測定］
　上記算出された熱履歴の条件下における、コンクリートＡ～Ｉの自己収縮ひずみを、低
弾性型（見かけの弾性係数：約４０Ｎ／ｍｍ２）の埋込み型ひずみ計を使用して測定した
。供試体の寸法は１０×１０×４０ｃｍとし、供試体の本数は２本とした。測定値は、こ
れら２本の値の平均値として算出した。また、型枠及び供試体の作製は、「ＪＣＩ－ＳＡ
Ｓ２（セメントペースト、モルタルおよびコンクリートの自己収縮および自己膨張試験方
法（案））」に準拠した。また、測定において、ひずみ算出の起点は凝結始発時とした。
　ひずみ算出におけるコンクリートの熱膨張係数は、コンクリートＩでは１０×１０－６

／℃、コンクリートＡ～Ｈでは１２×１０－６／℃とし、以下の温度応力解析においても
これらの数値を用いた。
【００２４】
［温度ひび割れ指数の最小値、及び、該最小値が得られる有効材齢の算出］
　上述した熱履歴下の条件における圧縮強度の測定値および自己収縮ひずみの測定値を用
いた、３次元ＦＥＭ温度応力解析によって、温度ひび割れ指数の最小値、及び、該温度ひ
び割れ指数の最小値が得られる有効材齢を算出した。
　なお、３次元ＦＥＭ温度応力解析のモデルとしては、長さ１０ｍ、厚さ２ｍ、及び高さ
４ｍの壁部材を想定した。その他の解析条件は、「日本コンクリート工学協会：マスコン
クリートのひび割れ制御指針　２００８（日本コンクリート工学会）」を参考にした。
　結果を表２及び図１に示す。
　表２中、「温度」の欄は、測定期間中における最高温度、および、最高温度に到達した
有効材齢を示す。
【００２５】
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【表１】

【００２６】
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【表２】

【００２７】
　図１において、温度ひび割れ指数の最小値の基準値を１．２、温度ひび割れ指数の最小
値が得られる有効材齢の基準値を５６日と定めて、コンクリートＡ～Ｉの温度ひび割れ指
数の最小値、及び、該温度ひび割れ指数の最小値が得られる有効材齢から、コンクリート
Ａ～Ｉを４つのグループ（グループＡ～Ｄ）に区分して、各コンクリートの硬化時のひび
割れ抵抗性を評価した。
　図１より、グループＡに属するコンクリート（コンクリートＩ）およびグループＣに属
するコンクリート（コンクリートＡ、Ｂ、Ｄ）は、硬化時のひび割れ抵抗性が良好なコン
クリートであると評価することができる。
　また、グループＢに属するコンクリート（コンクリートＣ、Ｇ、Ｈ）は、短期材齢にお
ける温度降下時の収縮（温度収縮）によるひび割れの可能性が高く、不良であると評価す
ることができる。
　さらに、グループＤに属するコンクリート（コンクリートＥ、Ｆ）は、長期材齢におけ
る収縮によるひび割れの可能性が高く、不良であると評価することができる。
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